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株式会社海成の株式取得（連結子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日、株式会社海成を連結子会社化するため、2025年１月６日を実行日とする全株式

の取得に関する株式譲渡契約を締結しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

 当社グループは、廃棄物の収集運搬から中間処理・再資源化及び最終処分に至るまでのワン

ストップサービスを提供するとともに、土壌浄化や施設建設・運営管理等、環境創造に係るバ

リューチェーンを幅広く展開し、脱炭素社会や循環経済への転換に向けた世界的潮流の中で、

社会課題解決に繋がる積極的なESG施策を推進しております。 

 株式会社海成は、1974年の創業以来、関東エリアで主に建物総合解体業を行っております。

国家資格者が多く在籍しており、様々な解体工事に対応可能な強みを持っていることから、官

公庁や大手ゼネコンなど幅広いユーザーからの施工実績を有しています。 

同社を当社の連結子会社にすることにより、関東エリアで事業を展開する栄和リサイクル株

式会社や株式会社共同土木と一体となった運営を行うことで、当社グループとのシナジー効果

が期待できます。具体的には、関東エリアにおいて、解体工事の受注増加や解体工事から発生

する廃棄物をグループ内で処理することにより、廃棄物の受入量増加が見込まれるものと考え

ております。 

また、同社は、国家資格の取得支援や女性活躍の推進など人財育成にも積極的に取り組んで

おり、当社グループが進める人財の育成と多様化への取組みに合致し、当社グループの持続的

な成長及び企業価値向上に繋がるものと考えております。 

 当社グループは、今後も資源循環システムの構築に資する取組みを推進し、持続可能な循環

型社会の形成に貢献してまいります。 

  



 

 

２．異動する子会社の概要 

（１） 名称 株式会社海成 

（２） 所在地 千葉市中央区中央三丁目10番６号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 越川 正 

（４） 事業内容 
建物総合解体業 

産業廃棄物の収集運搬業 

（５） 資本金 20百万円 

（６） 設立年月日 1974年11月28日 

（７） 
大株主及び持株比率 

（自己株式を除く） 

越川 正     55.0% 

その他３名    45.0% 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 （単位：百万円） 

 決算期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期 

 純資産 349 352 359 

 総資産 563 662 925 

 １株当たり純資産（円） 17,487.60円 17,639.91円 17,953.83円 

 売上高 1,656 688 1,182 

 営業利益 18 3 6 

 経常利益 25 8 9 

 当期純利益 22 3 6 

 
１株当たり当期純利益

（円） 
1,132.80円 152.31円 313.92円 

 １株当たり配当金（円） －円 －円 －円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏名 越川 正、他３名 

（２） 住所 千葉県山武郡横芝光町 他 

（３） 
上場会社と 

当該個人の関係 

当社との間に記載すべき資本関係・人的関係・取引関係は

ありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 ０株 

（２） 取得株式数 20,000株（議決権の数：20,000個） 

（３） 取得価額 

取得価額については、相手先との合意により開示を控えさ

せていただきますが、適切なデューデリジェンス結果に基

づき、双方協議の上、公平・妥当と考えられる金額にて決

定しております。 

（４） 異動後の所有株式数 
20,000株 

（議決権の数：20,000個）（議決権所有割合：100.0％） 

 

５．日 程 

（１） 契約締結日 2024年12月６日 

（２） 株式譲渡実行日 2025年１月６日（予定） 

 

  



 

 

６．今後の見通し 

 本件による当社連結業績への影響は軽微でありますが、開示すべき事項が今後発生した場合

には、速やかにお知らせいたします。 

 

 

以 上 


